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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第52期
第１四半期
連結累計期間

第53期
第１四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日

自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日

自  平成23年12月１日
至  平成24年11月30日

売上高 (千円) 746,965 823,662 5,787,917

経常利益又は経常損失(△) (千円) △279,849 △161,434 141,903

四半期(当期)純損失(△) (千円) △207,697 △104,104 △206,252

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △210,353 △106,763 △193,328

純資産額 (千円) 1,667,483 1,552,238 1,684,412

総資産額 (千円) 5,869,176 5,895,325 6,198,278

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △35.48 △17.78 △35.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.4 24.3 25.0

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、デフレからの脱却を目指し、インフレ目標の採用に

よる金融緩和、総額100兆円の大型予算による財政出動、潜在成長力を高める成長戦略を「3本の矢」とし

た新政権による財政政策への期待感から、金融市場においては円安と株高が進み、景気が下げ止まる様相

を呈しております。

一方、建設コンサルタント業界は、復興需要優先の政府の財政出動もあって市場環境は需要増が見込ま

れますが、未経験の大規模復興計画の立案の困難性、集中した需要に伴う人手不足等の問題に直面してお

り、現時点で企業業績への影響を予測することは困難な状況であります。

このような状況下、当社グループは、前年度を上回る事業計画を策定し、当四半期におきましては復興

事業や防災事業の需要増に即応する体制の整備と受注活動に重点を置き、計画達成に努めました。

なお、当社グループは、売上の大半が官公庁からの受注業務が占めるという特性から、第1四半期の業績

は、例年どおり売上高と固定経費がバランスせず営業損失が常態となっております。　

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高968百万円（前年同期比23.2％減）、売上高823

百万円（前年同期比10.3％増）、営業損失149百万円（前年同期は267百万円の損失）、経常損失161百万

円（前年同期は279百万円の損失）、四半期純損失104百万円（前年同期は207百万円の損失）となりまし

た。

　
セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

　
（建設コンサルタント事業）

主力事業であります建設コンサルタント事業は、受注高695百万円（前年同期比15.8％増）、売上高488

百万円（前年同期比4.3％減）、営業損失104百万円（前年同期は212百万円の損失）となりました。

（情報処理事業）

情報処理事業は、受注高271百万円（前年同期比58.7％減）、売上高334百万円（前年同期比41.9％

増）、営業損失20百万円（前年同期は16百万円の損失）となりました。

（不動産賃貸・管理事業）

不動産賃貸・管理事業は、当社子会社が主に連結グループ内企業に対してサービスを提供している事

業で、受注高０百万円（前年同期比2.3％増）、売上高0百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益8百万円

（前年同期比6.6％減）となりました。

　
（注）上記セグメント別の売上高は、外部顧客に対する売上高のみを表示しております。

内部売上高を含む詳細につきましては、[セグメント情報]をご参照下さい。
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(2)財政状態の分析

（総資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ302百万円減少し、5,895百万

円となりました。これは主として現金及び預金の減少によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ170百万円減少し、4,343百万円

となりました。これは主として業務未払金の減少によるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ132百万円減少し、1,552百万

円となりました。これは主として利益剰余金の減少によるものであります。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません

　
(4) 研究開発活動

特記事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年４月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,861,000 5,861,000
大阪証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
単元株式数　1,000株

計 5,861,000 5,861,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月１日～
平成25年２月28日

― 5,861,000 ― 1,000,000 ― 250,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年11月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　9,000

―
権利内容になんら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,843,000 5,843 同上

単元未満株式 普通株式     9,000 ― （注）

発行済株式総数 5,861,000― ―

総株主の議決権 ― 5,843 ―

(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式が62株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社協和コンサルタンツ
 

東京都渋谷区笹塚
１-62-11

9,000 ― 9,000 0.15

計 ― 9,000 ― 9,000 0.15

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年12月１日

から平成25年２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年12月１日から平成25年２月28日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,617,287 986,048

受取手形・完成業務未収入金等 2,060,319 1,922,618

未成業務支出金 820,297 1,211,933

その他 112,518 190,087

貸倒引当金 － △1,654

流動資産合計 4,610,424 4,309,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 223,029 219,391

土地 562,001 562,001

その他（純額） 69,174 70,203

有形固定資産合計 854,205 851,596

無形固定資産 154,724 155,882

投資その他の資産

その他 579,917 574,741

貸倒引当金 △5,460 －

投資その他の資産合計 574,457 574,741

固定資産合計 1,583,386 1,582,220

繰延資産

社債発行費 4,468 4,072

繰延資産合計 4,468 4,072

資産合計 6,198,278 5,895,325

負債の部

流動負債

業務未払金 436,153 252,415

1年内償還予定の社債 72,000 72,000

短期借入金 2,300,000 2,280,000

1年内返済予定の長期借入金 156,280 146,280

未払法人税等 39,043 11,305

受注損失引当金 3,668 7,087

その他 608,695 704,650

流動負債合計 3,615,840 3,473,739

固定負債

社債 148,000 148,000

長期借入金 213,300 179,230

退職給付引当金 354,131 349,522

役員退職慰労引当金 134,642 133,485

その他 47,951 59,110

固定負債合計 898,025 869,348

負債合計 4,513,865 4,343,087
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 250,000 250,000

利益剰余金 302,018 180,358

自己株式 △1,508 △1,508

株主資本合計 1,550,510 1,428,850

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,093 3,083

その他の包括利益累計額合計 △2,093 3,083

少数株主持分 135,995 120,303

純資産合計 1,684,412 1,552,238

負債純資産合計 6,198,278 5,895,325
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年２月28日)

売上高 ※
 746,965

※
 823,662

売上原価 731,338 693,547

売上総利益 15,627 130,114

販売費及び一般管理費 282,829 279,560

営業損失（△） △267,202 △149,445

営業外収益

受取利息及び配当金 836 404

受取家賃 2,061 2,040

その他 735 778

営業外収益合計 3,632 3,222

営業外費用

支払利息 16,008 14,763

その他 270 447

営業外費用合計 16,279 15,211

経常損失（△） △279,849 △161,434

特別損失

固定資産売却損 120 －

固定資産除却損 － 4

特別損失合計 120 4

税金等調整前四半期純損失（△） △279,969 △161,438

法人税、住民税及び事業税 10,466 11,388

法人税等調整額 △77,682 △60,886

法人税等合計 △67,215 △49,497

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △212,754 △111,941

少数株主損失（△） △5,056 △7,836

四半期純損失（△） △207,697 △104,104
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年２月28日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △212,754 △111,941

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,400 5,177

その他の包括利益合計 2,400 5,177

四半期包括利益 △210,353 △106,763

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △205,296 △98,927

少数株主に係る四半期包括利益 △5,056 △7,836
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　
(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日 
 至　平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年12月１日 
 至　平成25年２月28日)

　※　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第

２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間

に完成する業務の割合が大きく、各四半期連結会計

期間の業績には季節的変動があります。

同左

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
項　目

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日)

減価償却費 19,802千円 19,913千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月24日
定時株主総会

普通株式 17,559 3.00平成23年11月30日 平成24年２月27日 利益剰余金

　
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月27日
定時株主総会

普通株式 17,555 3.00平成24年11月30日 平成25年２月28日 利益剰余金

　
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日)　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客へ
の売上高

510,531235,499 934 746,965 ─ 746,965

(2) セグメント
間の内部売上高

─ 18,800 17,090 35,890△35,890 ─

計 510,531254,29918,025782,856△35,890746,965

セグメント利益
又は損失(△)

△212,877△16,009 8,808△220,077△47,124△267,202

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△47,124千円には、セグメント間取引消去△5,814千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△41,310千円が含まれております。全社費用の主なものはグループの管

理部門に係る費用であります。

２ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日)　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客へ
の売上高

488,544334,161 956 823,662 ─ 823,662

(2) セグメント
間の内部売上高

─ 14,820 15,688 30,509△30,509 ─

計 488,544348,98216,645854,171△30,509823,662

セグメント利益
又は損失(△)

△104,535△20,112 8,225△116,422△33,022△149,445

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△33,022千円には、セグメント間取引消去2,179千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△35,202千円が含まれております。全社費用の主なものはグループの管理

部門に係る費用であります。

２ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日)

１株当たり四半期純損失金額 35.48 17.78

 (算定上の基礎) 　 　

 四半期純損失金額(千円) 207,697 104,104

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 207,697 104,104

 普通株式の期中平均株式数(千株) 5,853 5,851

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年４月12日

株式会社協和コンサルタンツ

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大 　橋 　一 　生　　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 山 　本 　秀 　仁　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社協和コンサルタンツの平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成24年12月１日から平成25年２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年12月１日から
平成25年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和コンサルタンツ及び連結子会社
の平成25年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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